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1 .はじめに

自然エネルギーは、エネルギー密度が小さく、不安

定という欠点がある一方、全体のエネルギー量は非常

に膨大である。それ故、不安定ながらも様々なプロセ

スにおいて得られるエネルギーをし、ったん共通のエネ

ルギー媒体に変換し、集約、目稿、輸議することがで

きれば、自然エネルギーの利用もより現実のものとな

ってこよう。火力発電努や原子力発電安から各地へ配

電するシステムを一局集中的なエネルギー生産方式と

すれば、自然エネルギーの利用は、様々なところで様々

な方i去で、共通のエネルギー媒体を生産、共通のネット

ワークで融通を図り、様々な形態のエネルギーへ変

換・使用してして分散的なエネルギーシステムとして

考えることができる。ここで、のエネルギー媒体として

最も期待できるのが水素である。単体水素は天然に存

在せず、何らかの方法で作り出さねばならず、そこに

自然エネルギーを用いることで両者の欠点を克服する

ことができる。

水素を用いたエネルギーシステムには様々な要素

技術が考えられ、かつ、一般に環境負荷が小さいと言
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われている。しかし、どの程度環境負荷が軽減される

のれどのような技術の組み合わせで環境負荷方署減

できるのか定量切こ開国することは重要である。環境

負荷とし、う側面から適正な技術の組み合わせが具体化

してくるとともに、システムの輯成効果が大きし、こと

を定量切こ示すことがで、きれゆrj(素エネルギーシステ

ムへの期待は大きくなろう。

エネルギー輸政のひとつの形態として、水素のパ

イプライン輸送がある。 ドイツでは 1938年以来、パ

イプラインによる水素性織を実際に行ってきている例

が報告されているが[1]、エネルギー輸送システムと

して、システム全体の環境負荷をより定量的に扱った

例はほとんど報告されてこなかったO

本研究では、要素技術の環境負荷をより定量的に求

めることで、効率的な組み合わせとは何か、従来より

も環境負荷がどの程度軽減できるのかを求めることを

目的として、環境I10(産業連関分析法)(:劫を用いて、

水素製造の葉境負荷と、 2点間のエネルギー輸品にお

いて、送電線による電力輸送を比較対照に、パイプラ

インによる水素輸送の環境負荷を推計する事を目的と

した。
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2.環境負荷評価方法

環境負荷を計算するか法のひとつに、産業車関分析

を用いる方法があるP司。これは、経済活動におけ
る産業部門/製品聞の関連を、行列形式として表した

ものであり、 5年ごとに作成され4¥表されている。こ

の連関表の逆行列を用いることで生産1単位により誘

発される生産額を算出することができる。さらに各部

門/製品の個々の生産における CO2の排出量を関連さ

せておくことで、個別の生産1単位により誘発される

CO2の排出量を推計することが可能となる[3]0また

積み上げ法で~j組み入れることのできないサービス等

の寄与も含めることができる。一方、製品の分類には

限りがあり、その場合は、積み上げ法と産業連関法を

組み合わせたノ、ィブリッド法で波及を追跡することが

一般に行われる。

2. 1水素製造・燃焼使用駒環境負荷

現在のエネルギ一生産の状況を基に、水素、及びそ

の他の 1GJのエネルギーの製造と燃島研Ij用における

CO2誘発排出量を試算した。化石系エネルギーの生

産では、産業連関表の分類項目から直接誘発量を算出

できるが、項目としての水素は無いので、水素製造の

方法に加え、一般的なエネルギ一変換効率に基づ、き必

要な項目を組み合わせることで∞2誘発量の推計を

おこなった。水素を水の電気分解で製造する場合で、は、

火力、水力、原子力の現状の発電構成の割合を用いた

場合に加え、それぞれ単独で発電した場合についても

試算をおこなったO 使用時の CO2誘発量としてはそ

れぞれのエネルギーを単純に燃焼した場合を仮定した。

よって水素の場合には直接燃焼による CO2の発生は

無しも

2.2水素輸送の環境負荷

送電線によるエネルギー輸送[4-9]では、送電電圧

や送電方法、動翻ミ設置される場所の地形などにより、

必要とされる物量は大きく異なるが、長問世で電力輸

送に現在主に利用されている 5∞kV送電にっし、て、
現在の送電施設の平均的な部材量値を用いて推計を行

った。パイプライン輸送では、電力と同じだけのエネ

ルギーを燃!尭により得ることを仮定し、同じエネノレギ
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一量を水素で輸送するためのパイプラインの配管径、

送り出し圧力をパラメータとし、輸送におけるエネル

ギー損失と使用部材の製造における環境負荷の推定を

おこなった。

送電におけるエネルギー損失には、オームの閥、リに

従う抵抗損の他、送電電圧が上昇するに従い突起物な

どがある場合に発生するコロナ損があるが、抵抗損に

比較すると無視する事ができる。三相3線式の送電で

の抵抗損PLは次式で計算されるO

PL =31
2RL (1) 

ここで、九は抵抗損加市、 Rは電線一条の単位長さ

あたりの抵抗、 Lは電綜路の長さ、 Iは負荷電流であ

る。ちなみに、 1950年頃、 25%程度であった抵抗損

も、最近では4""'5%程度まで減少してきでいる。

水素のパイプライン輸送[10-17]では、輸送能力の

算定に次式を用いた。

Q = KJ(~2 -P;)D5/SLH)ω  

ここで、 Qは流量、 Kは流量係数(高圧の場合、

経験式に基づきCoxの値、 52.31を使用)、 Pl、P2は、

それぞれ始点、終点における絶対圧力、 Dは管内径、

S は水素の比重、 ~はパイプ長さである。配管長さ

が長くなるにつれ圧力は低下し、エネルギー損失が生

じる。この量は、次式で与えられる。

ET二 λLHV
2 

D 2 
(3) 

ここで、見はエネルギー損失、 λは管摩擦係数、 4王

は管長さ、 Dは管内径、 vは流量、である。一定量の

水素の輸法を考えた場合、管内径が小さくなるにつれ、

流量は増加し、それに伴うエネルギー損失はがに比

例して大きくなることがわかる。輸送のための送り出

しエネルギーはま合点での圧力で決まるため、一定量の

水素を輸迭する場合、管内径、弛点圧力により輸送可

能臨空は限定されることになる。さらに圧力に対して、

鋼管の管厚は以下の式に従って求められる。

Pd 
し (4)2OOfη-P . -

S 

nu 
no 
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ここで、 tは管厚(mm)、Cは腐れ代(mm)、Pは

設計圧力、 dは管径から腐れ代を除いた値、 fは管材

の降伏点の最IH直、もしくは 0.6kg/mm2、Sは安全
係数 0.7"'-'2.5)、ηは継手効率 (0.6'""'1ω である。

圧力が増加するに従い、管肉厚は増加し、単位長さあ

たりの必要部材量は増加することになる。試算に当

たっては圧力配管用炭素錨開管(STPG)規格を用いたO

本研究では、輸送時の環境負荷とエネルギー損失に

ついてより定量句な比較をおこなうことを目的とし、

送電における変電設備、また、水素パイプライン輸送

におけるコンブoレッサー電源やパイプラインの埋設等、

損失分に輸送以外に必要となる設備・組立における

CO2誘発量については本試算で、は組み入れなかった。

3.結果と考察

研究論文

3.1水素製造・様倒吏用時の環境負荷

試算した結果を表1に示す二表より、同じ 1GJの

エネルギーを燃焼で得るのに、どの一次エネルギーを

使うかによって、直接間接に排出される CO2の量は

かなり異なることがわかる。例えば、 1GJのエネル

ギーを化石エネルギーから得ようとすると、その生産

と消費 G燃焼)の過程を通じて51"'-'133kgのCO2が

発生する。同じエネルギーを水素で得る場合、 2'"'"

786kgと幅が広い。これまで非常にクリーンな印象

を持たれてきた水素で、あるが、直接燃焼でラ利用する場

合の環境負荷は一次エネルギーに非常に大きく依存し、

原子力発電と化石系一次エネルギーを用いた場合には

当然のことながらC02の発生量には15"'"'1∞倍の差

があることが理解される。ソーダ工業から発生する水

素は、特に環境負荷が大きし九この場合、也意しなけ

ればならないのは、ソーダ工業において発生する水素

表1 エネルギーシステム別艶量・消費により誘発される CO2量(kg.COiGより

製造時 燃焼使用時 合計

製鉄用コークス(粘結炭) 4.218 86.717 90.9351 

一般炭 3.806 90.606 94.412 

原油 1.148 68.418 69.566 

天然ガス 1.865 49.393 51.258 

ガソリン 8.185 67.078 75.263 

ケロシン 2.315 67.867 70.182 

軽油 4.257 68.664 72.920 

A重油 2.115 69.294 71.409 

B重油 2.001 70.486 72.487 

C重油 1.779 71.651 73.430 

ナフサ 2.048 66.614 68.662 

液化石油ガス 1.927 59.852 61.7791 

コークス 24.914 107.739 132.653 

都市ガス 4.243 51.111 55.353 

水素(メタン部分酸化〉 47.434 。47.434 
水素(水電気分解:現電源構成) 165.162 。165.162 
水素(水電気分解:原子力〉 3.490 。 3.490 
水素(水電気分解:石油火力〉 270.694 。270.694 
水素(水電気分解-水力〕 2.299 。 2.299 
水素(ソーダ工業・現電源構成〕 593.471 。593.471 
水素(ソーダ工業・原子力) 298.371 。298.371 
水素(ソーダ工業:石油火力) 786.100 。786.100 
水素(ソーダ工業・水力) 296.197 。296.197 
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500kV送電と 50kg/cm2、3Ckm管における 1km当たりの部材量と∞2は排出量例

生産物 材料 量 単位 金額(円) 部門番号 CO2排出量(t)

電線 610mm2x2(ACSR) アルミ線 40.75 t 26，089，512 2711-04 147.379 

鋼線 14.93 t 904，885 2621-01 18.367! 

地線 150mm2(IACSR) アルミ線 0.42 268，884 2711-04 1.5181 

鏑線 0.69 t 43，475 2621-01 

鉄塔 (2.258基/km) 鉄 248.38 t 15，649，927 2621-01 305.502 

碍子 (540個/1基) 電気用陶磁器 10.24 t 81，938 2531・01 0.3叫
基礎 コンクリート 308.33 m

3 
3，545，795 2522-01 

送電におけるCO2排出合計量

配管(50kgl叩 12)内径30cm継目無鋼管 67.748 t 6，575，382 2622-01 

パルプ、フランジ類 配管工事付属品吋 0.677 t 85，480 。割
パイプラインにおけるCO2排出合計量 77. 

..- ‘~... "l ・『 ー『 ー三 、、、t串;z::::)_---.I、""，，'J. 主主ト Eヨー 、/ J 、 ，....'"、 4 同~ ，_ 1 ~・十正十台」占 ->-
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図2

は副産物であり、主生産物と負

荷を分けて計算した場合には、

副産物のみの水素からの値はこ

れより小さくなることである。

3.2水素輸送の環境負荷

表2に、 5∞ikV送電、及びパ
イプラインにおける 1km当た

りの部材量と誘発される CO2量

の例を示した。表中、部門番号

は、生産物の産業連関表の分類

番号である。 500kV送電では、

最大 4620MWの車昔話が可能で

ある。水素についてはE丑れT(最

高カロリー)で、 39白n3NτT/s

として換算した。

図 1、2に、送り出し圧力が

30、50kg/cm2におけるエネル

ギー損失を輸送距離の関数とし

て示した。輸送水素量が一定で、

あるため、管内径に応じて送り

出し圧力に相当するエネルギー

損失が生じるところまで輸送可

能となる O 送り出し圧力が

30kg/cm2のとき、今回の試算

では、管内径がおよそ 60cm強

のところで5∞IkV送電のエネ



ルギー損失とほぼ等しく、配管径

がこれより小さいところではパイ

プライン輸送における損失は送電

よりも大きい(図 1)。 送り出し

圧力が50kgたm2では、管内径がお

よそ 50cm のところで送電と同じ

程度のエネルギー損失となり、よ

り大きい口径管で、は水素による輸

送が有手uとなる(図2)。
図3に、輸送E鴎住 1∞ikmあたり

の500kV送電と水素パイプηライン輸

送の CO2誘発量の試算算結果を示し

た。図中、パイプラインのエネルギ

一損失が送電と等しいところ(境界A)、及びパイプ

ラインによる輸送限界距離(例として、 500、10∞、

15ωikm)を示した。管内径が同じ場合、水素の輸送

距離が長距離になるほど、送り側圧力は高い圧力を必

要とする。例えば、管内径が日xmの場合、 500km

の輸去には送り出し圧力はおよそ30kg/cm2、1500km

の輪送には、 50kg/cm2が必要となることがわかる。

この図において、境界Aよりも下側の部分は、管内径

が小さく、パイプライン輸送の CO2誘発量は少ない

ものの、エネルギー損失は送電より大きいことを示し

ている。

さらに送電における CO2誘発量を基準にとれば、

輸送距離がおよそ1∞Okmを超える部分については、

パイプラインによる輸送の方がエネルギー損失は小さ

いものの、 CO2誘発量は送電の場合よりも大きくな

ることがわかる。しかし、 1500kmの輸送では送電

におけるエネルギー損失はおよそ 561MWであり、

全体の 12.1%、水素で、は筑km管におけるエネルギ

ー損失はおよそ 35.8MW、輸送エネノレギー量の 0.8%

に相当する。この差は大きく、表1の結果から、水素

製造の CO2誘発量が水力や原子力を用いた場合非常

に少ないこと、さらに送電損失分を余分に発電するこ

とを考慮v討もば、パイプライン施設から誘発される

CO2は多いものの、 1∞Okmを越える長距離エネル

ギー輸送においてもパイプライン輸送の方がやはり有

利であると予想される。

実際のパイプラインシステムでは、途中に昇圧ステ

ーションを設け圧送することが予想される。数百 km

程度までの輸送距離においては、およそ 50~6Ocm

研究論文
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500kV送電と水素ノ号イプラインにおけるC02誘発量

程度の配管を利用することで、エネルギー損失も、CO2

誘発量もともに送電より小さく押さえることができる

条件が前主することがわかる。

これまで、水素パイプラインによるエネルギー輸送

は、長踊症になればなるほど経済的に有利であ

といわれてきた。本研究では、設備の環境負荷という

観点からもエネルギー輸送の方法について比較・評価

が可能であることを示した。今後、変電設備や水素の

加圧システム等の付帯設備の環境負荷を加えるととも

に、実際の実験データとの比較をおこなっていくこと

が必要であろう。
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